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研究成果の概要（和文）： 
 
本研究においては、競争法規制の中で用いられている合理原則の意義と射程を国際法学の観点
から検証した。本研究の成果は、平成 22 年 9 月に東京大学大学院法学政治学研究科に提出し
た博士論文の基礎となった。また、平成 23 年 5 月に国際経済法研究会において、11 月には東
京大学国際法研究会において、その成果の一部を報告した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 
Through this project, the author examined the significance and the scope of the rule of 
reason, which has been relied upon in the competition regulation, from the international 
law point of view. The result of the study was incorporated into the doctoral dissertation 
submitted to the Graduate School of the Law and the Politics, the University of Tokyo in 
September 2011. In addition, the author presented the result of the study in the 
International Economic Law Association in May 2011, and the University of Tokyo 
International Law Workshop in November 2011.  
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１．研究開始当初の背景 
 

近年日本では、課徴金減免制度が導入され

たことや、ガイドラインが改正されたことに
表れているように、独占禁止法規制の強化が
促進されている。また、米国や欧州の競争法
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規制が強化され、日本の企業が規制対象とな
る契機も増加している。そのような事象を背
景にして、申請者は競争法規制で用いられて
いる合理原則が、越境的規制においてどのよ
うな意義と射程を有するのかに関心を持つ
に至った。 
 また、日本が独占禁止法を域外適用する事
例は数が極めて少ない。公取委員会の内部に
おいても事案に対処するに当たって一貫し
た基準が用いられているわけではない。しか
しそのことは越境的規制の必要性がないこ
とを意味するものではない。そこで、申請者
は日本の法制の特殊性を踏まえて競争法の
域外適用のあり方を検証する必要性を認識
するに至った。 
 
 申請者はこれまで国際刑事法における「国
際公序」概念（international public order）
の意義と射程を明らかにする研究を進めて
きた。そのために、19 世紀前半以来、国家が
国内刑法の適用範囲を当該国家の領域主権
の及ぶ範囲に限定してきたことに着目し、普
遍主義の適用可能性が争点になっている人
権犯罪や、実効的規制のために国際協力が必
要である経済犯罪の国際的な規制構造を分
析した。本研究は、後者の経済犯罪の国際的
規制に関する研究を発展させたものである。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、競争法の域外適用の根拠となる合
理原則を国際法学の観点から分析・検証し、
国際的な競争法規制のあり方について理論
的基盤を提供することを目的に設定した。 
 自国領域外で行われた競争法違反であっ
ても、その具体的な影響が自国市場に及べば
自国法を適用できるという「効果主義」は、
既に米国と欧州連合(EU)において定着して
いる。しかしその効果主義を限定する基準の
射程は、欧米においても一貫していない。そ
こで本研究では、米国、欧州、日本における
国家実行を実証的に分析し、その射程を明ら
かにする。その上で日本国内の独占禁止法の
特殊性を踏まえて、日本における競争法の域
外適用の妥当性を国際法学の観点から検証
する。 
 
３．研究の方法 
 
欧州が実施主義(Implementation doctrine)
を積極的に導入し始めた 1990 年代以降の国
家実行を中心として、米国、欧州、日本にお
ける国家実行を実証的に分析し、その射程を
明らかにしようと試みた。そこで、(1)米国、
欧州、競争法規制を行っている主要な EU 加
盟国（英、仏、独、西）、中国、日本におけ
る競争法違反行為の国際的規制の実行を丹

念に追うことによって、合理原則がどのよう
な射程において用いられ、どのような機能を
果たしているのかを明らかにすることを試
みた。検証の対象は欧州地域・米国・日本・
中国に限定し、その中でも欧州に力点を置い
た。その上で日本国内の独占禁止法の特殊性
を踏まえて、日本における合理原則の妥当性
を国際法学の観点から検証した。 
 
４．研究成果 
 
申請研究期間の 1年目は、各国の競争法の実
証研究を行った。そのために各国法令の制定
過程、その趣旨目的、制定を主導した国内の
政治動態や社会的背景、制定後の運用過程、
実施のメカニズム等を、一次資料と有益な二
次資料を中心にして調査した。 
米国に関しては、独占禁止法の基礎が構築

された 1930 年代から遡って、主要な国家実
行を追った。特に、米国で確立された競争法
の適用の制約基準は、その後欧州や日本に継
承されていることから、理論的な分析も含め
て、包括的な検討を行った。 
 また欧米に関しては、20世紀初頭から競争
法規制を否定していた時期も含めて国家実
行を追った。特に欧州各国における 1950 年
代の対抗立法と、その後の効果主義の導入に
ついて詳細に検討した。その中でも、ドイツ
が効果主義の導入に積極的であったので、ド
イツにおける事例を中心に調査した。 
 中国に関しては、その競争法は 2008 年に
施行されたばかりである。その立法の経緯だ
けではなく、2009年の三菱レイヨンの合併審
査等、重要な事例にも着目しながら検討を行
った。 
 結論を簡潔にまとめるならば、まず、今日
では域外適用の基準は国ごとに大きく異な
るわけではない。 
ただし、その基準が各国の判例実行におい

て定着してきた経緯は異なる。米国が 1940
年代に効果主義を導入した背景には、国ごと
に競争法制が異なり、米国のそれが最も厳格
であるという事情があった。それに対して、
欧州が実施主義を導入した背景には、欧州の
市場統一の動きが現実化していた事情があ
った。本研究では、各国の競争法制に関する
研究を調査してまとめるという作業を行っ
た。 
 
このように、域外適用の基準が国ごとに大

きな相違を有さないことの背景には、域外適
用の基準のみならず、それぞれの法制そのも
のが互いに類似性を帯びるようになってい
るという事情がある。 

まず、全般的な傾向として、競争法違反の
罪の厳罰化が進んでいる。それは、とりわけ
米国と EU において顕著である。それから、



 

 

競争政策がカルテルの規制に集中するよう
になっている。カルテルを集中的に規制する
ことによって、法の域外適用の契機が増加し
た。また、特に米国と EU においては、国内
（域内）執行機関が多層化し、複数の経路に
おいて法執行を行うことが可能になってい
る。 
 

 しかし、このような国内法制を整理する作
業の過程において、米国と欧州ではその執行
の側面において差異が残っていることが明
らかになった。 
第一に、非経済事項への考慮幅の相違であ

る。競争政策では、基準の明確性を担保する
ために、数字を用いて基準を設定することが
一般的であるが、その基準に違反したからと
言って直ちに制裁を伴う行政介入が行われ
るわけではなく、規制当局によって政策的判
断がなされる。米国ではその判断幅が狭いと
いう指摘がなされている。 
 第二に、開始の方式の相違である。米国で
は、訴訟による法適用が多い。EUでは司法当
局による公的介入が多い。 
 第三に、制裁形式の相違である。欧州では
行政罰によって、米国は刑罰によって制裁を
科している 。また、欧州では懲罰的損害賠
償制度はない 。ただし、前述の通り欧州の
課徴金の額が上がってきていることから、金
額における相違は小さくなっているともい
える。 
 
 実際には、実体法の内容が統一されてきた
ことに伴い、司法共助の枠組の形成が活発に
行われている。最も重要なのは相手国が国内
で競争法を執行する場合であり、それが自国
の競争法の趣旨に合致する場合には、自国で
の域外適用を差し控えるという実行である。
また、競争当局間の協力関係を構築すること
によって、域外適用を行う場合にも円滑な実
施ができるような仕組みが整えられつつあ
る。米国と欧州は 1990 年代からそのような
実行を行っている。もっとも、執行面の相違
が残っているため、司法共助協定が活用され
る契機がそれほど多くないという指摘を行
うことができる。 
 このような越境的な規制についての研究
は、実務家によるものが多かったが、比較法
の観点から論じた研究が存在するため、それ
らを手掛かりにして調査を行い、それをまと
めるという作業を行った。 
 
 本研究計画の実施を通じて、充実した研究
を行うことができた。今後は、これまでの研
究成果を総括し、公刊するための論文執筆に
当てる予定である。また、各種の研究会やワ
ークショップ、学会などにおいて、本研究の
成果を公表していくことを予定している。 
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